
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 
 

 

地方法人課税の見直しに関する緊急共同要請

国は、平成２０年度税制改正において、地域間の財政力格差是正を名目

に、消費税を含む税体系の抜本的改革までの暫定措置として、地方法人特

別税及び地方法人特別譲与税を創設した。この異例の措置に対して、全国

知事会をはじめ我々はその導入時から強く反対してきたところである。

今般、消費税率引上げが決定され、暫定措置創設時に予定していた地方

消費税及び地方交付税原資の充実が実現することから、これを当然に撤廃

し、地方税として復元すべき時期を迎えている。

しかしながら、現在、国においては、地方法人課税の見直しに関し、税

制改正に向けて、現在と同様の法人事業税を用いた偏在是正制度を容認す

るばかりか、都道府県及び区市町村の法人住民税法人税割の一部を国税化

して交付税原資とする提案すら行われている。

地方の自主財源である法人事業税に加えて法人住民税をも一部国税化

しようとする現在の議論は、受益と負担という税負担の原則に反し、地方

分権改革の流れに全く逆行するものである。

また、地方の企業誘致、地域経済活性化へのインセンティブを損ない、

地方の自主的な努力を阻害するものであって、到底受け入れることはでき

ない。

こうしたことを踏まえ、以下の点を国に強く求める。

１ 法人事業税の暫定措置を平成２６年度税制改正において確実に撤廃

し、地方税として復元すること。

２ 法人住民税法人税割の一部国税化を行わないこと。
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